
平成28年度事務事業評価表（平成27年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

■ □ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

1,000

福祉総務課長
島崎　修

963

補助
事業

■ 該当 ■ □ ■ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 961

事業
形態

□ □ □ □ ■ ■ その他（　　　　　　　  ）報酬 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

780

□ ■ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

70

防災防犯課長
佐川　公行

65.1

補助
事業

■ 該当 ■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 65.1

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

65.1

■ □ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

70

防災防犯課長
佐川　公行

65.1

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 65.1

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

65.1

■ □ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

70

防災防犯課長
佐川　公行

65.1

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 65.1

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

65.1

努力義務的
(法律・政令等)

根拠
法令
等

29年度の方向性 現状維持

総合評価（課題・方向性）：毎年、実
施している「社会を明るくする運動市
民のつどい・音楽祭」は更生保護の理
解を深めるイベントとして好評であ
り、今後も継続していく。

制度改正の
余地がある 　

補助
金

指定
管理

一部
委託

全部
委託

701,667

678,333

3

防犯対策の充実生活の安全・安心の向上

単位当たり
コスト

事務事業名

基本事業番号・名

目標達成率

評価目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源
人件費

（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）

特定財源 一般財源

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

06-02-01

福祉総務課
福祉政策係

更生福祉協力員支
援事業

説明：更正福祉協力員が１名増員された
ため、昨年度よりトータルコストが上
がっている。

1,027 822 1,849 616,333

市民が犯罪の防止と罪を犯し
た人たちの更生について理解
を深める契機となる。

3

1,000 1,035 2,035

事業
内容
・

活動
手段

市民への犯罪や非行のない社
会への周知。社会を明るくす
る運動の実施では、推進委員
会の開催、7月に駅頭宣伝活
動及び市民のつどい・音楽
祭、10月の市民文化祭でポス
ター、習字展 参加人数

(人)

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

住みやすさを感じるまち 06-02施策番号・名 06

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標
（単位）

実績値

達成度

終期

対象

犯罪や非行のない社会を願う
市民

イベント
開催回数
(回)

1,074 1,031

3 1,000

1,027

目的
・

意図

該当
給付
事業

業務フローに改
善の余地がある 　
説明：更生保護のイベント等では、関係
団体からの人員等の応援により、効率的
に実施しているため、業務フローに改善
する余地はない。

効率性 3 　

06-02-04

防災防犯課
防災防犯係

06-02-03

防災防犯課
防災防犯係

06-02-02

防災防犯課
防災防犯係

防犯に関する事務

防犯協会支援事業

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

東久留米市防犯協会

防犯協会
の活動、
事業への
参加者数
（会員、
市民、事
業所等
(人)

700

2,105

小平市

5,137

1,074

東村山市 清瀬市

廃止予定
の有無

西東京市

保護司法,(市)東久留米市更生福祉協力員設置要綱

 直営
（委託無）

外部評価

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)

対象

横出し

財政健全経営計画
実行プラン

上乗せ

　

廃止予定
の有無

説明：市の安全安心施策については、防
犯協会の活動に負うところが大きい。

 直営
（委託無）

全部
委託

700 4,281 4,981

補助金交付

市内は防
犯上安全
であると
感じてい
る市民の
割合(％)

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

2472

目的
・

意図

安全で安心して生活できるま
ちづくりの推進と市民等の自
主的な地域安全活動を支援す
る。

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　29年度の方向性 現状維持

東久留米市防犯協会補助金交付要綱

2,597 700 700 4,124 4,824 1,858

説明：団体の活動に関する支援であり、
改善の余地はない。

総合評価（課題・方向性）：
振り込め詐欺に代表されるような特殊
詐欺は、市の広報だけでは限界があ
り、今後も支援していく。

事業
内容
・

活動
手段

効率性 3 達成度

制度改正の
余地がある 　29年度の方向性 現状維持

東久留米市安全・安心まちづくり推進計画

111 2,882 2,882 4,124 7,006 63,117

説明：外部団体の実施する事務であり、
改善の余地はない。

総合評価（課題・方向性）：
犯罪の未然防止のためには、被害者、
加害者にならないための啓発が必要で
ある。今後とも関係団体と連携して、
市の防犯体制を確立していきたい。

事業
内容
・

活動
手段

防犯用立て看板、青色防犯パ
トロール、田無地区防犯連合
会少年野球大会への参加、歳
末特別警戒パトロール、防犯
グッズの貸与、広報紙での防
犯PR等

市内は防
犯上安全
であると
感じてい
る市民の
割合(％)

行政
補完的

政策的

3,575
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

2,015

業務フローに改
善の余地がある 　

小平市 東村山市 清瀬市

一部
委託

指定
管理

補助
金

西東京市

1437 700 700 4,437

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

市民
団体
事業所

防犯講演
会参加人
数(人)

 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

114 68,342

効率性 3 達成度 　

廃止予定
の有無

説明：近年増加する特殊詐欺の被害防止
のために、防犯講演会を実施。
また、防犯ボランティアによる、青パト
等を実施し、地域の防犯活動を行った。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

安全で安心して生活できるま
ちづくりの推進と市民等の自
主的な地域安全活動を支援す
る。小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

115 2,875

給付
事業

外部評価

1,109

2,899 4,892

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

7,791

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)

2,875 5,070 7,945 69,087

2,899

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

市民
団体
事業所

協議会の
開催回数
（回) 620 620 489

該当

東久留米市安全・
安心まちづくり推
進協議会開催事業

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　29年度の方向性 現状維持

東久留米市安全・安心まちづくり条例
東久留米市安全・安心まちづくり推進協議会規則

3 611 611 495 1,106 368,667

説明：市の外部団体の活動であり、改善
の余地はない。

総合評価（課題・方向性）：
安全・安心まちづくり推進協議会の場
で各種団体の意見を聞き、防犯に対す
る市民意識の高揚を促進す施策を展開
していく。

事業
内容
・

活動
手段

協議会が市防犯講演会を実施
した。

市内は防
犯上安全
であると
感じてい
る市民の
割合(％)

616 507 1,123 374,333
財政健全経営計画

実行プラン
対象

上乗せ 横出し

3 369,667

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

効率性 3 達成度 　

廃止予定
の有無

説明：近年市内での振り込め詐欺の被害
額は増加傾向にあり、平成26年度には被
害額が１億円を超えた

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

安全で安心して生活できるま
ちづくりの推進と市民等の自
主的な地域安全活動を支援す
る。小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

3 616

東久留米市



平成28年度事務事業評価表（平成27年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

防犯対策の充実生活の安全・安心の向上

単位当たり
コスト

事務事業名

基本事業番号・名

目標達成率

評価目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源
人件費

（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）

特定財源 一般財源

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

住みやすさを感じるまち 06-02施策番号・名 06

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標
（単位）

実績値

■ □ ■ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

39

管理課長
古澤　毅彦

100

補助
事業

■ 該当 ■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 100

事業
形態

□ □ □ □ ■ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 ■ □ 対象(平成　　年度）
減少を目
指す指標

100

■ □ ■ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

28

管理課長
古澤　毅彦

100

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 100

事業
形態

□ ■ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 ■ □ 対象(平成　　年度）
減少を目
指す指標

100

■ □ ■ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

800

管理課長
古澤　毅彦

100

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 100

事業
形態

□ ■ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 ■ □ 対象(平成　　年度）
減少を目
指す指標

100

■ □ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

2,100

児童青少年課長
田中　潤

2,035

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 2094

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

2134

29年度の方向性 アウトソーシング

2,112 78,518

2,182 87,175

83,250 39,418

効率性 3 達成度 　
42,108

総合評価（課題・方向性）：
電気料金の増加が見込まれるため、平
成２４年度より電気料金の一括前払い
制度を利用し、その抑制に努めるとと
もに、平成２８年度より電気料金の低
減とＣＯ２削減のよる低炭素社会を目
指すため、エスコ事業を導入する。

事業
内容
・

活動
手段

市民の通報等により、故障し
た防犯灯の修繕を行った。ま
た、その防犯灯の電気代の支
払いをおこなった。

修繕した
結果、暗
がりが
減った割
合（％）

79,759 4,786 84,545 45,308

対象

市内道路を通行する人々及び
設置個所付近の市内居住者

1,866 79,759

目的
・

意図

夜間における事故や犯罪の要
因の一つとなる暗がりを減ら
す。

説明：
一部の防犯灯をＬＥＤ化を進めたことに
より、電気料金の削減と修繕件数が減少
している。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

87,175 4,705 91,880

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

指定
管理

補助
金

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

業務フローに改
善の余地がある

78,518 4,732

説明：
住民からの不点通報により、業者に修繕
発注をする。夜間パトロールにより不点
を発見することは予算的、人的に不可
能。

給付
事業

該当

防犯灯等整備対策要綱（Ｓ36.3.31閣議決定）
東久留米市安全・安心まちづくり条例
東久留米市安全・安心まちづくり推進計画

　制度改正の
余地がある 　終期

133,312

06-02-07

管理課
道路・河川施設担
当

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

防犯灯等維持管理
事業

行政
補完的

政策的 (改正実施年度  年度)

上乗せ 横出し
防犯灯修
繕件数
（件）

廃止予定
の有無

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

29年度の方向性 アウトソーシング

29 4,686

37 5,985

6,236 215,034

効率性 3 達成度 　
203,405

総合評価（課題・方向性）：
電気料金の増加が見込まれるため、平
成２４年度より電気料金の一括前払い
制度を利用し、その抑制に努めるとと
もに、平成２８年度より電気料金の低
減とＣＯ２削減のよる低炭素社会を目
指すため、エスコ事業を導入する。

設置した
結果、暗
がりが
減った割
合（％）

8,724 1,541 10,265

説明：
新設数が昨年より少なく、人件費はほぼ
同額であったことから微増となった。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

5,985 1,541 7,526

77 8,724

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

夜間における事故や犯罪の要
因の一つとなる暗がりを減ら
す。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

事業
内容
・

活動
手段

業務フローに改
善の余地がある

4,686 1,550

説明：
住民からの新設要望により、現地を確認
し、防犯灯を新規に設置する。

給付
事業

該当

防犯灯等整備対策要綱（Ｓ36.3.31閣議決定）
東久留米市安全・安心まちづくり条例
東久留米市安全・安心まちづくり推進計画

　制度改正の
余地がある 　

市民からの防犯灯新設の要望
により現場を調査し、必要箇
所を業者に発注（新設の取り
まとめ）をおこなった。

終期

対象

市道と一定規模※以上の私道
※幅員3.6m以上、起点終点が公
道に接しているもの、又は起点
終点が公道に接し延長20m以上利
用戸数5戸以上のもの

42 6,317

06-02-06

管理課
道路・河川施設担
当

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

防犯灯整備事業

行政
補完的

政策的 (改正実施年度  年度)

上乗せ 横出し
防犯灯新
設数

廃止予定
の有無

172,897

効率性 3 達成度 　

説明：
補助制度に適合していない防犯灯を精査
したことにより、事業費の減少がみられ
る。

6,943 487 7,430 181,220

6,804 162,0006,317 487

業務フローに改
善の余地がある

6,253 490

説明：
業務フロー：団体が提出する電気料金等
を精査し、適正に処理されていることを
確認する。

総合評価（課題・方向性）：
電気料金の増加が見込まれるため、平
成２８年度より電気料金の低減とＣＯ
２削減のよる低炭素社会を目指すた
め、自治会等が管理している防犯灯に
対しエスコ事業を導入することによ
り、補助金の削減と事業の適正化を
図っていく。

事業
内容
・

活動
手段

自治会・管理組合所有の防犯
灯・装飾灯の維持管理費に対
する補助金交付事業。自治
会・管理組合及び装飾灯を所
有する団体に申請様式一式を
送付。申請期間中に申請を受
け、必要書類内容の審査等を
実施した。

交付した
結果、適
正に維持
管理でき
た割合
（％）

　制度改正の
余地がある 　29年度の方向性 縮小

39 6,253

41 6,943

6,743

06-02-05

管理課
道路・河川施設担
当

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

防犯灯等維持管理
支援事業

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)

防犯灯等整備対策要綱（Ｓ36.3.31閣議決定）
東久留米市防犯灯等の維持管理費補助金事務取扱要綱

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

小平市 東村山市

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

終期

対象

防犯灯・装飾灯を所有管理し
ている自治会・管理組合

補助金を
交付した
自治会等
の数

給付
事業

該当

上乗せ 横出し

清瀬市 西東京市
目的
・

意図

所有している防犯灯等を適正
に管理してもらう。

06-02-08

児童青少年課
児童青少年係

かけこみハウス事
業

根拠
法令
等

終期

対象

地域社会

実施委員
会等会議
回数
（回）

目的
・

意図

児童・生徒が痴漢や不審者等
により危険を感じ、避難した
時に一時的に保護し、家庭及
び学校等に連絡をする「かけ
こみハウス」協力家庭を推進
する。

外部評価

行政
補完的

政策的

廃止予定
の有無

西東京市

各中学校地区「かけこみハウス」設置要綱

 直営
（委託無）

説明：地域への事業周知や協力家庭の募
集方法及び協力家庭登録後のフォロー、
各中学校地区の実施委員会の運営方法
等、業務フローを改善するほどの事務量
ではない。

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

小平市

212 1,854

10 273

222 222 2,050

29年度の方向性

2,066

現状維持

総合評価（課題・方向性）：市民ボラ
ンティアの活動による事業で、その必
要性から市は活動のバックアップに努
めている。市民ボランティアの減少に
より、市民ボランティアによる運営が
難しい現状がある。児童・生徒の見守
りの推進のために必要な事業であり、
運営方法等について引き続き検討に努
める。

財政健全経営計画
実行プラン

上乗せ

該当
給付
事業

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　

補助
金

指定
管理

一部
委託

全部
委託

229,556

270,800

9 212

東村山市

 (改正実施年度　　年度)

対象

横出し 達成度

説明：各実施委員会からの看板設置希望
に対して、在庫看板で対応したため新規
の作成が無かった。担当者の従事業務が
増え、按分の結果理論値が下がった。

2,272 206,545

273 2,435 2,708

事業
内容
・

活動
手段

「かけこみハウス」の普及・
啓発を地域と協働で推進す
る。
①中学校地区毎に設置された
実施委員会の運営事務。
②かけこみハウスステッカー
の発行。啓発用看板の作成。
③かけこみハウス実施委員会
会長連絡会の実施

かけこみ
ハウス協
力家庭数
（事業所
等含む）
(人)

効率性 4 　

清瀬市

11

東久留米市


